
【事業名】 阪急電鉄京都線・千里線連続

立体交差事業
＜再評価５回目＞ ［前回 平成29年度事業再評価］

令和４年５月

建設局

【再評価理由】①国庫補助事業で、所管省庁の基準により事業再評価が必要なもの

【事業種別】 連続立体交差事業

１



●所在地

（京都線）東淀川区柴島１丁目～東淀川区上新庄１丁目

（千里線）東淀川区柴島２丁目～吹田市清和園町
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①［連続立体交差事業］
阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業
（所管局：建設局）
鉄道高架延長 L＝7.1km

付属街路延長 L＝5.9km



１ 事業目的

［事業目的］

➢ 阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業は、崇禅寺駅～上新庄駅付近（京都線）、柴島駅～吹
田駅付近（千里線）について、鉄道を現在の地上から高架化することにより、17箇所の踏切（うち開
かずの踏切は４箇所）を除却し、道路交通の円滑化、踏切事故の解消を図るとともに、鉄道により分
断されている市街地の一体化を図るものである。

➢ 淡路駅周辺地区土地区画整理事業との一体整備により、密集市街地の解消と併せて、駅前交通広
場や商店街の再編を行いまちづくりを促進する。
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［建設局運営方針における街路事業の位置づけ］

【経営課題】【戦略及び具体的取組】 （街路事業 抜粋）

経営課題 戦略及び具体的取組み

経営課題３
【都市の成長と魅力向上】
都市のストック・ポテンシャルを活用し
て魅力ある都市空間を創出するととも
に都市交通を充実させ大阪・関西の
成長を牽引するまちづくりを実現する。

（交通の円滑化）
【３－４－２ 阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業】
○阪急電鉄京都線・千里線について、淡路駅周辺（約7.1㎞区間）の高架化により踏切除却、交差道路
の整備（拡幅等）を実施し、交通阻害の解消を図る。
・事業用地の取得及び高架化工事を引続き推進する。

【都市計画決定】
・当初 ： 平成 ６年１２月１４日
・変更 ： 平成１９年 ３月３０日 （鉄道線形の変更）
・変更 ： 平成２６年 ２月１４日 （鉄道線形の変更）



２ 事業内容

［事業内容］

【鉄道の高架化】

・工事延長 約７．１km

・除却される踏切数 １７箇所（吹田市域1箇所含む）

・高架化される駅 ４駅（崇禅寺駅、淡路駅、柴島駅、下新庄駅）

【付属街路の整備】

・付属街路 ８路線（L=約５．９km、W=６～１０m）

（阪急京都線東付属街路１号線・２号線、阪急京都線西付属街路１号線・２号線

阪急千里線東付属街路１号線・２号線、阪急千里線西付属街路１号線・２号線）
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完成イメージ・施工方法
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■ 道路と鉄道の立体交差 ➡ 連続立体交差事業（通称「連立」）

市街地において道路と交差している鉄道の一定区間を高架化又は地下化する事業で、

多数の踏切の除却あるいは新設道路との立体交差を一挙に実現する事業。

連続立体交差事業の定義（国土交通省の要綱）

（１）標準型

＊ 両端で３５０ｍ以上離れた幹線道路を２本以上含む

＊ 都市計画街路を含む道路と３箇所以上で立体交差

＊ ２箇所以上の踏切を除却

（２）幹線道路でピーク時遮断時間が40分／時以上 または

一日踏切交通遮断量50,000台時／日の踏切を含む3か所以上を立体交差など

取付部

幹線道路

道路

4.7m

幹線道路

高架部 取付部

350m以上

（踏切除却） （踏切除却）

鉄道

連続立体交差事業について

街路事業のうち道路と鉄道の立体交差（高架化・地下化） を 行う事業
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4.7m

4.7m



○街路事業の着手までには、都市計画法に基づく、計画決定及び事業認可の手続きが必要となる。

○ 計画が決定されると、その都市計画道路予定地内には、

都市計画法により建築制限がかけられる（法第53条） 。

○ 事業認可の告示がなされると、その都市計画

道路予定地内には、都市計画法により、より強い

権利制限がかけられる※（法第65条、第67条）と

ともに、土地収用法が適用される。

■法第53条
（建築の認可）
基本的に3階以
上の建物の建築
は認めていない。

■法第65条
(建築等の制限)
基本的に新たな建
物の建築、工作
物設置は認めてい
ない。

■法第67条
(土地建物等の
先買い)

実質、第三者への
転売を規制。

木造2階建

鉄筋コンクリート
3階建以上

地階

都市計画道路予定地に建築できる建物

・ 都市計画道路予定地内で建築物を建てる場合は、

市長の許可が必要となる。

・ 一般に建築できる建物は、要件を満たし、容易に

移転または除去できる建物。

※ 大阪市では、一部の区域で一定の要件に適合

すれば、3階建でも認めています。

(都計法第59条)

都市計画決定

用地補償・移転契約

事業完了

工事

(都計法第19条)

事業認可
土地
収用法
の適用

=

1. 都市計画道路と街路事業 基礎知識
都市計画事業の流れ と 建築制限
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